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○樋口座長 皆様、おはようございます。今年もどうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、時間でございますので、ただいまから「第 15 回自殺対策推進会議」を開か

せていただきたいと思います。 

 まず、委員の御退任がございましたので、お伝え申し上げます。 

 市川委員の方から御退任の申し出がありました。市川委員は日本労働組合総連合会の雇

用法制対策局長でいらっしゃいましたが、本日はその御後任に当たられる杉山豊治様にお

いでいただいておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○杉山様 杉山です。よろしくお願いいたします。 

○樋口座長 それでは、本日の議事に沿いまして進めてまいります。議事は１つになって

おりますが、「最近の自殺対策の推進状況について」ということで、前半、後半と少し分け

て御質疑をいただこうかと思っております。 

 前半は自殺対策の推進状況ということ、大綱の見直しの流れ等についてということでご

ざいまして、後半は平成 24 年度の予算関係のことについての御報告と質疑ということに

させていただきたいと思います。 

 それでは、まず冒頭、私の方から若干御報告を申し上げたいと思います。 

 これまで３回にわたりまして、この会議において自殺総合対策大綱に基づく諸施策の進

捗状況についてヒアリングを行い、委員の皆様に御意見を伺ってまいりました。その後、

いただいた御意見を事務局の方でとりまとめまして、皆様にも御確認をいただいた後、11

月に開催されました「官民が協働して自殺対策を一層推進するための特命チーム」の場で、

大臣に御報告をいたしました。蓮舫大臣でございました。 

 特命チームについては、その後、事務局から説明があると思いますけれども、大臣、副

大臣、政務官、総理大臣補佐官の皆様には、私どもの自殺対策推進会議の意見に対して、

大きく関心、感銘を受けていただいたと思っています。 

 それでは、事務局より、最近の自殺対策の推進状況ということで御説明いただきたいと

思います。よろしくお願いいたします。 

○齊藤参事官 昨年の 10 月１日付で自殺対策担当参事官を拝命いたしました齊藤馨でご

ざいます。それまでも担当の企画官としてこの推進会議を始め政府の自殺対策に携わって

まいりましたが、引き続き担当の参事官ということでお世話になりますので、どうぞよろ

しくお願いしたいと思います。 

 それでは、資料に沿いまして御説明を申し上げます。まず資料２「平成 23 年の自殺の

状況について」というものでございます。 

 以前、この会議で経済社会総合研究所に置かれた分析班の方から自殺者数の動向などに

ついて御説明をさせていただいておったところでございますが、今月から私ども自殺対策

推進室におきましても、警察庁の方から提供いただいております、自殺統計原票のデータ

を利用することができるようになりましたので、私どもの方で資料を作成して御説明をさ

せていただくということにさせていただきました。 
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 なお、現在、つい先日御提供いただいたデータの基本的な集計がようやくできてきた段

階ということでございまして、いまだ詳細な分析を行うには至っておりませんということ

で、本日の御説明はそういった段階のものという前提でお聞きいただければ幸いでござい

ます。 

 それでは、１ページ目、平成 23 年、１年間の自殺者数は、暫定値ではございますが３

万 584 人、前年と比較して 1,106 人、約 3.5％の減ということとなっております。これは

平成 10 年以来、14 年連続で３万人以上ということになってしまいましたが、一方で、３

万 1,000人を下回ったというのもこの平成 10年の急増以来初めてということで 14年ぶり

の数字でございます。 

 下の段のグラフにまいりまして、月別の自殺者数を見ると、年初はこの数年間の中で最

も低位で推移してまいりましたが、４月以降前年を上回り、５月には対前年比 589 人、約

21.2％の増と急増いたしております。その後、減少に転じまして、年末まで一貫をしてこ

の低減傾向が続いてまいります。したがいまして、５月に非常に高いピークがあったとい

うこと、ここ数年続いていた秋から年末にかけてピークができるという現象が見られなか

ったといったところが昨年の特徴でございます。 

 ２ページ、男女別の割合を見ますと、昨年は男性が 68.4％、女性が 31.6％となっており

まして、我が国の自殺者数、男女別の構成割合は大まかに言って７対３と言われておりま

すけれども、詳しく見てみますと、平成 10 年の急増の際に男性が 70％を超えて、以来、

13 年間この状態が続いておりましたが、昨年は 14 年ぶりに男性の割合が 70％を下回りま

して、逆に女性の数字が 30％を上回ったということでございます。グラフはまだ作成いた

しておりませんが、もう少し詳しく男女割合の推移を月別に見ますと、平成 22 年の後半

以降、女性の割合が徐々に高まってきているという傾向が出ておりまして、今後、この辺

り、どのような原因によるものなのかの分析を進めていただきたいと思ってございます。 

 ３ページ、次に男女別の自殺者数の月別の推移を見ますと、男女とも基本的には全体の

月次推移のトレンドと同じような動きをしているということが見て取れます。年初や年末

の減少率、５月の増加率などの部分では、女性よりも男性の方がより改善傾向の方に振れ

ているということが言えるかと思います。 

 また、５月の数字のところでは、女性の 1,095 人という数字がありますけれども、これ

は平成 20 年に月別に自殺者数の集計を開始して以来、女性の自殺者数としては最多とい

うことで、1,000 人を上回ったこともこの月だけということになってございます。 

 ４ページ、次に年齢階級別の自殺者数でございます。全体では冒頭申し上げたとおり、

対前年比 1,106 人、率にして 3.5％の減ということに対しまして、いずれも人数そのもの

は少ないのですけれども、20 歳未満、20 歳代については 12.5％、1.6％の増といったとこ

ろが一見して目立つ事象となってございます。他方で、人数的には一番多いボリュームゾ

ーンの 50 歳代、60 歳代の自殺者数については、率にしても大きな減少が見られるという

ことになってございます。 
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 ８ページ、職業別自殺者数を見ますと、ここでも明暗がはっきりと表れていると思いま

す。大分類で見ますと自営、被用者、無職のいずれも改善が見られますが、被雇用者の改

善幅が最も大きく、自営が最も小さいということになってございます。 

 最も多い無職の内訳を見ますと、失業者、年金・雇用保険等生活者、その他の無職者で

は改善が見られる一方で、学生・生徒、主婦については状況が悪化しているということが

わかります。 

 ６ページ、原因・動機別の自殺者数でございますけれども、原因・動機が特定されてい

るケースが全体の約４分の３であるということ、１人につき原因・動機は３つまで計上で

きるということとなっておりますことを踏まえて分析する必要がございますが、昨年の特

徴を大まかに言いますと、全体の傾向、割合に関しては特に大きな変化は見られず、例年

通り健康問題が最も多くなっております。健康問題、経済・生活問題の上位２つに関して

は減少する一方、その他の原因・動機、すなわち、家庭問題、勤務問題、男女問題、学校

問題等については若干増加をしているということがわかります。 

 ７ページ、８ページ、９ページにつきましては、都道府県別のデータでございます。都

道府県別の更に詳細なところはまだ分析は手つかずでございますので、全体の傾向だけ申

し上げますが、７ページの自殺者数、８ページの死亡率のデータを併せ見ると、北海道か

ら東京を除く関東地方まで、近畿から中国地方までにかけて改善が見られるということ。

他方で、中部から北陸地方、四国地方などでは横ばいまたは前年よりも若干上昇をしたと

いうことがわかります。いずれにしても、死亡率が対前年比で２ポイント以上悪化したと

いう都道府県は見られませんで、８ページ、特に宮城県、山梨県、岩手県、奈良県、山形

県、佐賀県では４ポイント以上の大幅な改善が見られております。９ページに今申し上げ

たデータが掲載されていますので、適宜御参照いただければと思います。 

 冒頭申し上げましたけれども、いまだ詳細な分析を行うには至っておりません。今後、

各項目のクロス集計などを通じて、昨年の自殺の状況の特徴、特に４月、５月、６月辺り

の増加の要因、その後の減少の要因、更には都道府県別の分析などを進めたいと考えてお

ります。 

 ですから、御専門の方々の目から見て、昨年の特徴や増加・減少の要因などに関する仮

説、分析の方向性などについてサジェスチョンがありましたら、是非御提供いただければ、

そういったことも踏まえて更に分析を進めたいと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 以上が資料２に関する御説明でございます。 

 続きまして、資料３「官民が協働して自殺対策を一層推進するための特命チームの開催

について」という資料と、その次の資料４の御説明でございます。 

 先ほど樋口座長から言及もございましたけれども、大綱見直しに関しまして、現在、内

閣府特命担当大臣の下に、ここに書かれてあります「官民が協働して自殺対策を一層推進

するための特命チーム」というものを設置いたしまして、自殺対策に取り組んでおられる
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団体等のヒアリングを進めているところでございます。この資料３が設置根拠となる大臣

決定でございます。 

 第１項にございますとおり、新たな大綱の下で、政府と地方公共団体、関係団体、民間

団体等との協働を一層進めるといった観点からヒアリングなどを行いまして、その論点を

整理しているといった趣旨でございます。 

 メンバーにつきましては、自殺対策担当の政務三役、現在は自殺対策担当の内閣総理大

臣補佐官が発令されてございますので、その方にも加わりいただきまして、更に外部の有

識者といたしまして、長崎県長崎こども・女性・障害者支援センター所長の大塚さん、作

家の乙武さん、東レ経営研究所の佐々木さんに加わっていただいております。 

 先ほど樋口座長のお話にございましたとおり、１月 29 日に第１回の会合を開催いたし

まして、樋口座長より本推進会議における御意見の御説明と、それを受けた意見交換とい

うことをさせていただきました。その後、12 月 21 日に第２回会合を開催いたしまして、

日本医師会からのヒアリングを実施いたしております。ヒアリングの場には、本推進会議

の委員でもあられます三上先生、渡辺先生、高橋祥友先生にもお越しいただきまして意見

交換をさせていただいたところでございます。 

 また、近々第３回目以降も開催すべく準備を進めてございまして、第３回目といたしま

しては、全国精神保健福祉センター長会と日本看護協会の方からヒアリングを行う予定で

ございます。その後も地方公共団体、法律関係やマスコミ関係、民間団体等をお招きして

意見交換を進めてまいる予定でございます。 

 資料４、今、申し上げた特命チームも含めまして大綱見直しの全体の流れをイメージ図

にしたのがこれでございます。今後、こちらの推進会議の御意見、特命チームにおける議

論も踏まえまして、自殺対策担当の政務三役の下で見直し案を作成して、各省調整を経て

対策会議決定、閣議決定と順次進めていくこととしておりまして、その過程で適宜本推進

会議におきましても進捗状況を御報告させていただいて、専門的な見地から御助言をいた

だきたいと存じますので、どうぞよろしくお願いいたしたいと思います。これが大綱見直

し関連の説明でございます。 

 もう一つ、３月の自殺対策強化月間が大分迫ってまいりました。その月間に関する御説

明を資料５に基づきましてさせていただきます。 

 ３月の自殺対策強化月間は、政府を始め、地方公共団体、関係団体を挙げて自殺対策を

集中的に実施しようという趣旨で一昨年に設定をして今年で３回目でございます。この資

料はそのうち私ども内閣府が中心となって実施いたします広報啓発部分を中心にまとめた

ものでございます。これに基づきまして説明させていただきます。 

 まず、今回のテーマですけれども、一昨年は睡眠、眠れていますかということをテーマ

に、昨年は気づきというものをテーマに実施いたしてまいりまして、大分それらの取組が

定着してきたのかなと考えてございます。それらを更に発展させるという形で、今年度は

全員参加といったことをテーマに月間を実施したいと考えてございます。医師や看護師、
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保健師など、自殺対策で中心的な役割を担っていただいている方々には一層の取組の強化

を、それ以外の幅広い分野の団体にもゲートキーパーの取組への御理解と御協力を。更に

一般国民の方々にも声かけなどそれぞれの方ができることから進んで行動を起こしていた

だきたいといったことをそれぞれ働きかけてまいります。 

 ２ページ、今、申し上げたような全員参加というコンセプトを伝えるために、「あなたも

GKB47 宣言！」というものをキャッチフレーズにして、それを前面に出して、ここに掲

げておりますようなさまざまな媒体、チャンネルをフル活用して全員参加といったものを

浸透させてもらいたいと考えてございます。 

 メニューがたくさんございますので、今年の新たな取組を中心に簡単に御説明を申し上

げますと、まず左上でございますが、今回、Ｊリーグの全面的な御説明をいただきまして、

月間中、すべての試合会場の大型ビジョン等で自殺対策の啓発映像を放映していただける

こととなっております。 

 左下にまいりまして、新しいメディアへの対応ということで、Facebook 等の連動やス

マートフォン・モバイルなどでの広報を重点的に実施していきたいと考えてございます。 

 右上でございますが、昨年同様、日本医師会、日本薬剤師会等に御協力をいただきまし

て、すべての会員の方々にポスターの掲示の御協力をいただけるということになってござ

います。 

 更に同じ欄でございますけれども、樋口座長、日弁連の新里副会長にもパネリストとし

て御参加をいただきまして、２月 13日にイイノホールでフォーラムを開催するとともに、

その内容を月間の初日である３月１日の朝日新聞、読売新聞の紙面にて大々的に報告しよ

うと準備を進めてございます。 

 右下でございますが、これは広報啓発ではございません。広報啓発などの取組の結果、

多くの方々に行動を起こしていただけた際の受け皿として、つなぎ先の１つとしてこれま

で内閣府が各都道府県等に御協力をいただいて進めております「こころの健康相談統一ダ

イヤル」につきまして、月間の初めの１週間、全国で一斉に実施することといたしており

ます。 

 今、申し上げた統一ダイヤル以外にも、月間に合わせて関係府省において相談体制の強

化などの対策を集中的に実施していただくことになっておりまして、ただいま御説明いた

しました広報啓発の取組と相まって多くの方々の命を救えるように、政府を挙げて準備を

進めているところでございます。 

 以上が月間に関する御説明でございまして、まだ説明の項目がございますが、前半部分

の説明は一旦このぐらいにさせていただきたいと存じます。 

 以上です。 

○樋口座長 ありがとうございました。 

 ただいま参事官の方からも御説明がありましたように、最近の全体の自殺者数の推移、

少し変化してきているということが報告されておりますし、若年の方あるいは女性の方の
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自殺者数が少し増加傾向になって見えてくるというようなことであるとか、幾つか要因に

関わることも調査のレポートをされているようでございます。この辺りは後ほどまた皆様

に御意見をお伺いしたいと思います。その後は官民協働特命チームの御説明、自殺対策強

化月間の取組といったところを御報告いただきました。 

 それでは、ただいまの説明につきまして、御質問、御意見がございましたら、どうぞお

願いいたします。いかがでしょうか。 

 本橋先生、どうぞ。 

○本橋委員 最新の統計、御説明いただいてよく理解いたしましたけれども、幾つか実は

都道府県別の自殺率で見ると、宮城、岩手といった被災県が減っているので、この辺の状

況というのは多分原票でいろいろ詳しいことがあると思いますけれども、１つは震災関連

自殺を取られているので最新のところはどうなっているのかというところと、今後の統計

の分析においては東北地方では結構減っていて、特に被災県で減少というのは、文献的に

は震災後には自殺率が減少するということもあるものですから、今後のいろんな対策のた

めにも是非そこのところはいろいろ分析を進めていただきたいということが１点。 

 ２点目は、５月の増加要因はまだなかなか難しいのかもしれませんが、同時に 10～12

月以降は山が消えて減少しているというのは、キャンペーンなり広報なりいろいろな対策

が効果を上げているのかどうなのかということを検証する上でも非常に重要なところだと

思いますので、その辺のところを是非またいろいろ知恵を絞って御検討いただければと、

御意見でございます。 

 以上です。 

○樋口座長 ありがとうございました。大変貴重な御意見をいただきました。特に震災の

関連のところは注目して見ていく必要があろうかと思いますので、是非その辺もよろしく

お願いします。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 五十嵐委員、どうぞ。 

○五十嵐委員 ２点伺わせていただきたいと思います。 

 まず全体的に自殺者の数が減っているということは大変喜ばしいことなのですけれども、

何の要因で減ってきたかというのを、難しいと思いますけれども、御調査いただきたいと

思います。 

御提出いただきました統計の６ページを見せていただきましたけれども、全体的に原

因・動機別の自殺者が減っている中で勤務問題が増えているという実態。全体的には働く

人の自殺は数としては減っているが、原因として増えているというところで、勤務問題の

内訳というか。その辺の分析は難しいと思いますが、例えばその人が勤務していた事業所

の規模などもしわかりましたら分析をしていただければありがたいと思っております。 

 現在、厚生労働省が中心となっておこなっているメンタルヘルス対策としての労働安全

衛生法改正が閣議通過をし、今、国会で審議待ちになっております。働く人たちの健康診
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断の中にメンタルヘルスのチェックというのが入ってくる方向性でありますが、法改正の

成果といったところを考える上でも、自殺の勤務問題が増えているところの分析というの

はいろいろな意味で参考になると思いますので、もし可能であれば分析していただきたい

と思っております。 

 もう一つは、GKB47 宣言についてです。今日はお休みの清水委員の方からこの宣言に

ついては撤回すべきという御意見が文書資料にて出ておりますけれども、私も違和感を感

じております。確かにこの重い問題を身近に若い人もわかりやすくという点では意図はわ

かるのですけれども、何でもかんでも最近こういうロゴが増えております中に同じレベル

で出てくることに違和感を覚えております。GKB47 宣言の意味は下に書いてありますけ

れども、この言葉になったいきさつ、意図をお伺いさせていただきたいと思います。 

○樋口座長 それでは、いかがでしょうか。何かございますか。 

○齊藤参事官 では、本橋委員と五十嵐委員、御質問いただいたことをまとめて回答させ

ていただきます。 

 まず震災関連の自殺、御承知のとおり、６月以降、警察庁の協力を得て集計させていた

だいております。最新、つまり 12 月についてはまだ発表する段階に至っておりませんが、

11 月までの数字で見ますと、11 月の段階でもまだ震災関連の自殺が増えてきているとい

う状況にはなってございません。具体的に申しますと、11 月で６件という数字でございま

す。念のためその前に申し上げますと、６月が 16、７月が 11、８月が５、９が６、10 月

が５、11 月は６という数字でございますので、まさにこの問題、これからどう推移してい

くのかということを注意深く見守っている。そのために警察庁に御協力をいただいている

という状況でございますので、引き続きそういった姿勢で、何か兆候などあれば速やかに

対応できるように準備をしているものでございます。 

 五十嵐委員の御質問でございます。まず１つ目の勤務問題のところについて、更に細か

く分析をという話でございました。まず事実関係から申しますと、この警察の統計では、

被雇用者の方々の勤められていた事業所の規模というのは取りようがないものですから、

どうしてもこの数字とそのほかで何か類似の傾向を示すような指標等をうまく関連付けて

分析をしない限りそういったインプリケーションは出てこないかなと。いずれにしても原

因ごと、職業ごとの自殺の動向を更にどうやって位置づけしていくかというのは頭を悩ま

せているところでございますので、御指摘を踏まえて更に工夫をする方向へ検討したいと

思っています。 

 GKB47 の経緯といいますか、書いたとおりでございまして、ゲートキーパーは非常に

重要な役割を担っていただくというようなことで、とにかくこれを広めたいというところ

がもともとの着想でございます。ここから先どういう風に普及をしていくかのところで、

今おっしゃっていただいたように、若干わかりやすくしようというところは強く出過ぎし

ているという御批判もいただいております。 

 清水委員とは別途意見交換をさせていただいたところでございますので、今回はこうい
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ったことで進めるということはもう既に決定していますが、いただいたような御懸念も踏

まえてうまくそういったことが伝わるように実施の方法も工夫していきたいと思ってござ

います。 

 以上です。 

○樋口座長 お二方、御質問いただきましたがよろしいでしょうか。 

 それでは、どうぞ。 

○坂元委員 １つ御質問なのですけれども、以前から報告されているように、生活保護者

の自殺率は生活保護を受けていない方のほぼ２倍というデータが出ております。最近、生

活保護者を受ける人が、非常に急増しているということで、先月のデータでは、207 万を

突破しているということです。例えば生活保護がセーフティネットとして機能していて、

本来失業などの問題で自殺に追い込まれた人が生活保護を受けることによって救済されて

いるかどうかということを今後生活保護受給者の自殺率というものを見ていくべきではな

いかと思います。生活保護者の中の自殺率の要因を見ていると、やはり健康問題、特にメ

ンタルは大きいと言われておりますが、例えばセーフティネットとして機能している場合、

本来、失業などの勤務問題で、自殺に追い込まれる可能性のある人がそこに吸収されてい

くということであれば、生活保護者の中の自殺率が下がってきているのではないかと思い

ます。是非その辺も調べて解析していただきたいと思います。お願いでございます。 

○樋口座長 どうぞ。 

○向笠委員 ５ページ目、６ページ目で御質問がございます。 

 ５ページ目、職業別自殺者数の中で学生・生徒数が 10.8％前年比で増えていますけれど

も、同じように６ページ目で平成 22 年、23 年で比較すると、やはりここも増加しており

ます。傾向として平成 18 年、19 年ではいじめ、自殺の傾向で十分問題等出ましたが、こ

れは何らかの傾向等が出せるような数値の増加なのでしょうか。それとも学校問題という

だけのくくり方で中身等はまだ不明でしょうか。教えてください。 

○樋口座長 どうぞ、お願いいたします。 

○齊藤参事官 では、順番にまた回答させていただきます。 

 まず坂元委員のおっしゃっていただいた生活保護の状況に関する分析を進めるようにと

いうことで、御承知のとおり、この仕組みだけでは分析のしようがないものですから、ま

さにそういうことも含めて、先ほどの五十嵐委員も同じですけれども、ほかのデータとど

ういうふうにうまく関連性を持たせて分析していくかというところだと思います。 

 申し上げたように、今月から私どものところで実際の数字をいじって分析を進められる

という段階になりましたので、御指摘を踏まえた分析を進められるように検討したいと思

います。 

 向笠委員がおっしゃっていただいた学校問題の学生・生徒の更に細かなところというこ

とでございます。まず一番入口として、そもそも先ほど申し上げたようにクロス集計をま

だやっていないものですから、そこをまずやって学生・生徒という職業に分類されている
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方のうちどのぐらいがどういうふうに、いずれにしても全く学校と関係ないところに学校

問題というのはほとんど出てこないと思いますけれども、その傾向を分析するところが１

つあるかなと。 

 更にその先、学校問題というけれども、具体的にどういう内容なのかというところは、

実は警察庁さんからいただくデータでは取りようがないものですから、同じように学校問

題というけれども、どういった現象が起こっているのかを別のものからどうやって引っ張

ってくるかということだと思います。この辺も全部含めて私たちの宿題です。よろしくお

願いいたします。 

○樋口座長 よろしいでしょうか。 

 どうぞ。 

○高橋（信）委員 資料２の７ページの下のグラフで教えていただきたいのですが、１～

３月までが例年になく少なくなっていまして、これが全体の減少傾向に寄与していると思

います。この時期にどういうことを行ったのか、いろいろ政策としてやったことを反映し

ているのか、あるいは別の要因なのか解っていることがありましたら教えていただきたい

と思います。 

 もう一点は、資料５なのですが、今年度は全員参加ということでいいフレーズだと思い

ます。これまでやってきました睡眠と気づきというのも大事なことですので、これらのキ

ーワードを今後もうまくリンクさせるような形で推進していただきたいと思います。その

辺の扱いについて何かお考えのことがありましたら教えてください。 

○樋口座長 それでは、参事官、よろしいですか。 

○齊藤参事官 済みません、１つ目の御質問のページを聞き漏らしてしまいまして、資料

２の１ページ目の下のグラフということでよろしいですか。 

○高橋（信）委員 そうです。 

○齊藤参事官 わかりました。 

 １ページ目の下のグラフ、月別の自殺者数の推移でございます。おっしゃるように昨年

１月、２月と過去数年と比較すると相当低い数字が出てきたわけですけれども、どちらか

というと要は１年ごとにグラフを書いて次に移っているということもありまして、その前、

つまり平成 22 年も先ほどちょっと言及したように秋から冬にかけて山ができるというと

ころは一昨年は見られたわけですけれども、それを除けば前の年よりも減少傾向がずっと

続いておりまして、この１月、２月の傾向が継続していたのかなということかと思います。 

 逆に御質問の何かその前、または直前、その時期に具体的にこういった影響が出るよう

な政策的な何かあったのかということからすると、特に具体的にこれだというものが今す

ぐ思い当たりませんので、どちらかというと逓減傾向の中でそれが継続しているのではな

いかと見てございます。 

 睡眠、気づき、全員参加ときたわけですが、当然、全員参加というのはこれまでやって

きたことを更にバージョンアップをしていこうということでございまして、過去、やった
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ことも含めてそれぞれ用途に応じて継続的に実施をしていこうと思ってございます。 

 以上です。 

○樋口座長 よろしいでしょうか。 

 それでは、ほかにいかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○杉本委員 全員参加というのは本当にそのとおりだと思うのですけれども、私も GKB47

の標語には違和感を覚えている１人です。ついこの間、直面したことなのですけれども、

藤沢市が自殺対策協議会の主催で、小さな命が教えてくれたことということで、聖路加国

際病院小児科医の細谷先生をお招きしての講演会を開くことになりました。小学校、中学

校、高等学校に呼びかけをしたところ、自殺対策というほんの一言「自殺」という文字が

が入っている、それだけでかなりの拒絶反応があって、チラシを置くことはできないとい

うことなのです。この種のことというのは結構まだまだ現場ではいっぱいあるので、全員

参加というのは本当に目指さなければいけないことだとは思います。けれども一方で、自

殺の問題の重さ、厳しさ、難しさを日々感じておりますので、この標語には違和感がある

ことをお伝えしたいと思います。 

○樋口座長 ありがとうございました。ほかにはいかがでしょうか。 

 足立委員、どうぞ。 

○足立委員 今の３月の自殺対策強化月間についてなのですけれども、具体的にどういう

ものが実施されるのか、わかっている範囲でお教え願いたいと思います。 

 というのは、日弁連は３月に全国一斉の相談体制を取るということで今動いておりまし

て、できるだけネットワークを使ってやれということで指示をしておりまして、どういう

ところと今ネットワークをつくれるのかというのを各都道府県単位で具体的に動いていた

だいているのですけれども、もしほかにわかる範囲で具体的にこういう動きがあるという

のがあれば教えていただきたいと思います。 

○樋口座長 いかがでしょうか。 

○齊藤参事官 まず杉本委員のアドバイスに対するお答えを申し上げると、要は全員参加

にしても、先ほどの睡眠とか気づきにしても、今回、全員参加をよりわかりやすく伝える

ためのキーフレーズとして考えています GKB47 にしても、それだけですべてをやりたい

ということではなくて、伝える相手もいろんな立場、いろんな役割を期待しているものが

ありますので、広く国民向けにということでこれまでも自殺というところではなかなか入

りづらいということで、睡眠という切り口で訴えればより親身にわかってもらえるのかな

というところから初めておりまして、同じように GKB は先ほど来、留意点を随分おっし

ゃっていただいていますけれども、そういったことも踏まえて、ただ、どうしても自分た

ちは関係ないと思っている方々にはこういったわかりやすいフレーズは使えるかなと。 

 他方でそうではないところで、自殺対策強化月間ですから、強化月間の名前を変えるわ

けでもないですし、言うべきところは言っていくということで、しっかりと用途に応じて
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使い分けていきたいと考えています。 

 足立委員から御質問のありましたいろいろな取組でございます。まさに今とりまとめて

いるところでありますが、基本的には少なくともまず政府でやることというのはこういっ

た全体の旗振りのことに加えて、各省庁が実施をいたしております相談ですとか、そうい

ったことを重点的に実施していただくということは例年と変わりません。また、都道府県

にも、都道府県の管内の市町村にもそういったことを重点的にやってくれという依頼をし

ている。日弁連さんの取組も実は私ども相談を受けておりまして、それに関してまさにコ

ラボレーションする仕組みをうまくこちらの方でもサポートできないかなということで、

各自治体の取組をとりまとめておりまして、まとまったところでここではこういうことを

やるのだという情報提供をさせていただこうと思っていますので、よろしくお願いしたい

と思います。 

○樋口座長 坂元委員、どうぞ。 

○坂元委員 申し訳ありません。もう一点だけなのですけれども、御存じのように今年度、

大体全国的に見ても救急搬送が例年になく非常に急増したとなっております。原因に関し

ては猛暑・東日本大震災などいろいろ解釈があるようなのですが、この救急搬送の急増と

自殺率が下がってきているということに１つ相関関係があるとすると、仮に自殺者の中の

いわゆる健康保険を払えていない人の率、これは重要なファクターではないかと思われま

す。例えば生活保護の場合は医療保護という形で医療費が無料ですが、今、自治体で取扱

いに苦慮している、リストラなどにより国民健康保険に払えていない人の数が年々上昇し

ている問題があります。こういう人たちは端的に言えば救急を呼ぶにもなかなか呼べない

という現状があって、その辺の分析もやはり自治体としては非常に関心のあるところなの

で、是非よろしくお願いしたいと思います。 

○樋口座長 そのほかいかがでしょうか。 

 今の点については何かコメントがありましたら。 

○齊藤参事官 救急搬送の数字に関しまして、我々、総務省の消防庁に御協力いただいて、

全体の数字は把握しておりますけれども、それ以上細かなところまでは手つかずでござい

ます。単に数字の相関、端的な話なので、減っていて増えていれば負の相関があるのでは

ないかと数字的には出るのかもしれないですけれども、そこには今おっしゃっていたよう

に中身をしっかりと把握しないと、特には因果関係、またはそれがあるのかないのかの判

断をすることは難しいと思います。 

 そういう意味で、正直言って救急の分野は我々、特に今回は大綱の見直しの議論を進め

るのに非常に関心を持っている分野の１つでございますが、まだどういうふうに具体的に

情報を把握していけばいいのかわかっていないような状態でございますので、更に検討さ

せてほしいと思います。 

○樋口座長 ほかにはいかがですか。 

 足立委員、どうぞ。 
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○足立委員 今の質問に関してなのですけれども、未遂者数というのはどの程度把握がで

きるものなのかお教えいただければと思います。 

○樋口座長 未遂者の数ですね。正確な未遂者の数というのはなかなか難しいと思います

けれども、どうぞ。 

○齊藤参事官 未遂者の数というのは、まさに座長おっしゃったように、正確には把握で

きておりません。ですから、救急搬送の現場ではその１つの表れとして、いわゆる自傷行

為に関する状況は把握をしているのだと思いますけれども、それ自体、全体の数字を御提

供いただくぐらいの段階でございます。いずれにしても、そもそも未遂者をどう定義づけ

てどういうふうに補足をするのかというのが非常に難しい問題でありますし、現在の仕組

みとしてそれを把握できるようになっていないという状況でございます。 

○樋口座長 いずれ前にもちょっと話が出ていて、戦略研究の中で救急搬送された未遂者

に対する事後的な対応をきちんと行う場合と、ユージュアルなこれまで通りのシステムで

やる場合との、後々の再企図とか再自殺のところをどれだけ防止できていくのかという研

究の最終段階で、恐らく３月までにはそのレポートが出てくるのだろうと思います。かな

りそれはエビデンスベーストの結果、どういう結果になるかはあれですが、そういう結果

が出てくると思います。それも非常に重要なデータになるだろうと思っています。 

○坂元委員 国民健康保険を払えていない人の分析に関してのお答えがなかったと思うの

ですけれども、よろしくお願いします。 

○齊藤参事官 国民健康保険を払えていない方々の分析ということに関して、状況を申し

前と、当然まだ手つかずといいますか、データも把握していない状況でございますので、

御指摘を踏まえてどういうふうにデータが取れるのかというところから着手をしたいと思

います。 

○樋口座長 ほかにもしございませんようでしたら、次の後半の方に移らせていただきま

すけれども、よろしいでしょうか。 

 それでは、ありがとうございました。次に自殺対策に関連する平成 23 年度補正予算及

び 24 年度の予算案について事務局から御説明をいただきまして、その後、また御質疑を

いただこうと思います。よろしくお願いいたします。 

○齊藤参事官 それでは、資料６と７に基づきまして御説明をさせていただきたいと思い

ます。 

 まず資料６でございます。昨年 11 月 21 日に成立いたしました本年度の第３次補正予算

におきまして、私どもが所管いたしております地域自殺対策緊急強化基金の積み増しを行

いましたので、その内容の御説明でございます。 

 御承知のとおり、地域自殺対策緊急強化基金は、平成 21 年度の補正予算で 23 年度まで

の３年間、100 億円ということで創設したものでございます。交付金として一括して各都

道府県に交付をいたしまして、都道府県が条例により基金を設置し、そこに積み立てる。

毎年度必要額を取り崩して事業を実施していくという仕組みでございまして、当初の予定
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では本年度がその最終年度となっていたところでございます。 

 その後、昨年度の補正予算で住民生活に光をそそぐ交付金、いわゆる光交付金というも

のが創設された際に、その光交付金の受け皿ともなるようにということで、その事業の実

施年限を１年間延ばしまして、24 年度末までと手当したところでございます。しかしなが

ら、自殺対策を取り巻く状況というのは依然として厳しいという状況が続いております。

更に昨年３月 11 日には東日本大震災が発生いたしまして、その影響が被災地域、被災者

の避難先の地域のみならず全国に広がっているといった状況を踏まえまして、24 年度分ま

での追加の所要額 37 億円をこの第３次補正予算で積み増したところでございます。 

 各都道府県に対しましては、人口、自殺者数、更には被災者の受入れの人数といったも

のに応じて配分をする外形標準と言われている部分、各都道府県一律に配付をする定額の

部分、更には被災再建に関しましては直接震災対応に必要な部分ということ、更に各都道

府県から御要望を提出していただきまして、それを緊急性ですとか効果が期待できるもの

など、順次採択をしていくという、いわゆる要望枠といったものも設けまして、それらを

組み合わせて配分額を決定し、既に交付の手続を整えたところでございます。 

 その資料の右側にありますように、ある事業は要望枠などで各都道府県から上がってき

たもので採択したものの一例が記載されております。今回の追加配分によりましてこうい

ったことが全国で更に追加的に実施できることになっているというものでございます。 

 なお、資料の一番上の四角の中に※印で注が書いてございます。25 年度以降の予算額に

ついては、26 年度までの出口戦略を踏まえつつ、各年度の予算編成過程で判断するという

記述でございます。何を言っているかと申しますと、これはあくまでも 24 年度までの必

要額の手当を今回の補正予算でいたしましたけれども、この基金の事業、単年度単年度で

やっていくと実施する自治体でも計画的に事業が展開できない、更にはその先も含めて長

期的にどういうふうに自殺対策を展開していったらわからないなどの声も多く挙がってき

ておりまして、政府として今回の予算編成過程を通じて、基金という形で国費を入れて事

業を実施することは、少なくとも 26 年度までは継続をしようと。ただ、予算額として今

回の補正予算の整理上、24 年度までの必要な額を計上するというのが全体の整理だったも

のですから、25 年度、26 年度の追加額に関しては、それぞれの年度の予算編成過程で判

断しようということを決めたものでございまして、その注でございます。 

 以上が、地域自殺対策緊急強化基金の積み増しの御説明でございます。 

 続きまして、「平成 24 年度自殺対策関係予算案額について」という資料をごらんくださ

い。これは例年どおり政府案が決定いたしましたので、そのベースで来年度の政府全体の

自殺対策関係予算額をとりまとめたものでございます。私の方からは、総額、主な増減要

因、更には内閣府分の来年度予算のポイントなど、全体の大まかな説明をさせていただく

ことといたしまして、個別に記載されている事業につきましては、必要に応じて後ほど質

疑応答の時間に御質問をいただいて担当省庁より御回答するというようなことで進めさせ

ていただければと思っております。 
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 まず１ページ目、大項目の総括表でございます。昨年度末に決定した来年度の政府案で

ございますけれども、自殺対策関係予算、総額で約 186 億 7,542 万円となっております。

本年度の当初予算と比べると、約 52 億円の増額となります。自殺対策総合大綱の分野別

に見ますと、２の「国民一人ひとりの気づきと見守りを促す」、３の「早期対応の中心的役

割を果たす人材を養成する」は、それぞれ約１億円、1.2 億円の減少となっているのに対

しまして、４「心の健康づくりを進める」が約 47.9 億円の大幅な増、６「社会的な取組で

自殺を防ぐ」、７「自殺未遂者の再度の自殺を防ぐ」がそれぞれ約 6.4 億円、２億円の増加

となっております。 

 それぞれの増加・減少要因は次の事項別の表でごらんいただきますけれども、その前に

留意点を２つほど申し上げさせていただきたいと思います。 

 まず自殺対策に限ったことではございませんで、あらゆる政策分野共通の問題でござい

ますが、このように予算額をとりまとめる際の予算事業と、我々で言うところの大綱の項

目というのが必ずしも１対１で対応しているものではないということがございまして、ど

うしても予算を計上する上で工夫をしなければいけないところが出てまいります。具体的

には予算事業のうち、自殺対策に関連する部分が含まれているけれども、そこだけを抜き

出すことが難しい、一体としての事業を計上する際には、そのまま実数が計上できないか

らといって計上しないということになってしまうと非常に過少に評価していますし、他方

で、全額を計上すると過大に計上してしまうということになってございまして、そういっ

た場合には、予算事業全体の予算を記した上で、その内数ということで整理するのが一般

的でございます。 

 私どももそういった形で内数という形で計上している事業が多うございまして、この内

数として計上している予算の事業に関しましては、総額などには加えていないということ

になります。したがいまして、単に今申し上げたような 186 億円というものが増えたか減

ったかということを論ずることは実は余り意味がなくて、結局のところ、個別の事項別に

見ていただいて、それぞれの事業がどういうふうに展開していくのかといったところを議

論するのがいいのかなと思ってございます。 

 もう一つ、２つ目の留意事項でございますけれども、この前にもう上げたように、地域

自殺対策緊急強化基金に関しましては、今年度の補正予算で積み増しをいたしております。

もともと当初の 100 億円についても平成 21 年度の補正予算で計上しておりまして、こう

いった予算額を調べる際に、当初予算、当初予算で比べた場合にはどこにも出てこないと

いう現象が起こります。 

 この基金に関しては、一括して都道府県に交付をしている交付金で、どの年度に幾ら使

うのか、どの分野にどう使うかも含めて、それは交付を受けた自治体の自主性に任せてお

りますので、どの分野に幾らというような計上の仕方はそもそもできないということで、

このように欄外に計上しておりますので、自殺対策の予算、国費、地方の費用がどれだけ

使われているのかを議論する上で、そういったところもしっかりと踏まえてごらんいただ
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く必要があるのかなと考えてございます。 

 それでは、主な増減等の御説明に移りますけれども、５ページ目、上から４つ目の項目

でございます。私ども内閣府におきまして、来年度、新たに「効果的な自殺予防のための

実態把握調査」を実施することといたしておりまして、その予算額として 1,800 万円を計

上いたしております。具体的な内容は予算編成後ということになりますけれども、ハイリ

スク地対策支援を念頭に置きまして、取組の現状、整理の在り方などについて、諸外国の

先進事例等も参考にして調査を進めてまいりたいと考えているものでございます。 

 ７ページ目、金額的には 400 万円と少ないわけですけれども、来年度、いよいよ現在見

直し中の大綱がまとまる予定でございます。その見直し後の大綱をしっかりと周知すると

いうことで、その広報啓発のための費用を計上いたしております。 

 少し飛びまして、大きな増減があったところを申し上げると、13 ページでございます。

１つ目の項目「メンタルヘルス対策等事業」「地域産業保健事業」、厚生労働省の事業でご

ざいますけれども、本年度の約 27.7 億円から来年度は 29.1 億円と増額となってございま

す。事業概要等欄にございますように、都道府県メンタルヘルス対策支援センターにおけ

る事業、小規模事業場への支援などに要する経費ということでございます。 

 15 ページ、総額で対前年度 53 億円の増と申し上げましたけれども、その大宗を占める

のが上から２つ目の「緊急スクールカウンセラー等派遣事業」の約 47 億円ということに

なります。これは東日本大震災対応ということで、被災地域の小中高等学校等へスクール

カウンセラー等を派遣するというものでございまして、既に本年度の第１次補正予算から

実施をされているものでございますが、先ほどちょっと触れましたように、当初当初で比

較をいたしますと、23 年度には計上がなく、24 年度に 47 億円、ぼんと計上されているよ

うに見えるというものでございます。 

 17 ページ、上から４つ目の事業「精神科救急医療体制整備事業費」でございます。本年

度の 18 億円から来年度は約 20 億円へと増額となってございます。 

 20 ページでございます。経済産業省、中小企業庁におきまして、企業経営支援、中小企

業支援の枠組みでさまざまな事業を実施していただいているところでございますけれども、

このうち「中小企業再生支援協議会事業」につきましては、今年度の 42 億円から来年度

は 47 億円へと増額となってございます。 

 25 ページ目、先ほどの自殺対策強化月間の御説明、また議論の中でも出てまいりました

が、ゲートキーパーの普及の取組につきましては、来年度以降も引き続きしっかりと実施

をしてまいりたいと考えてございまして、上から３つ目にございますとおり「自殺対策人

材養成研修等事業」という形で新たに事業を起こしまして、約 1,200 万円の予算を計上い

たしてございます。 

 以上、おおざっぱではございますけれども、来年度の自殺対策関係予算額の総額、主な

増減要因、内閣府予算のポイントなどの御説明をさせていただきました。冒頭申し上げま

したとおり、個別の事業につきましては、必要に応じて質疑応答の中で御質問いただけれ
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ばと存じます。 

 私の説明は以上でございます。 

○樋口座長 ありがとうございました。平成 23 年度の補正予算と 24 年度の予算案、主に

増になった部分についての御説明をいただきました。 

 それでは、これまでの説明に関しまして御意見、御質問等ございましたら、どうぞお願

いいたします。いかがでしょうか。 

 五十嵐委員、どうぞ。 

○五十嵐委員 １点質問させていただきます。今説明がありました資料の 19 ページです

けれども、非正規労働者総合支援事業が約５億減少になっておりますけれども、働く人た

ちのセーフティネットという点では、失業者や非正規雇用の人たちへの支援というものが

大きな意味合いを持っているかと思いますけれども、多く削減されることでサービスの低

下ということにはつながらないのか、あるのか。５億削減の背景をお教えいただきたいと

思います。 

○樋口座長 これはいかがですか。関係省庁の方からいただきましょうか。 

○厚生労働省 厚生労働省の精神・障害保健課ですけれども、こういう言い方は申し訳な

いのですけれども、当課の直接の担当事業ではないのではっきりしたことはわからないの

で、まずこの中の内数がどういうふうになっているのかというところが多分関係してくる

でしょうし、何かほかの事業に振り替えがないとかもしかしたらございますかもしれない

ので、今、この場でお答えできなくて申し訳ないのですけれども、調べた上でまた御報告

させていただければと思います。 

○樋口座長 それでは、よろしくお願いいたします。 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 向笠先生、どうぞ。 

○向笠委員 15 ページの緊急スクールカウンセラー等派遣事情について質問いたします。

恐らく 23年度の分の形態と 24年度の予算額の内容というのは同じものかどうかというの

が１点質問でございます。と申しますのも、緊急時においては各県からの臨床心理士がそ

れぞれの被災地に集合して、かつローテートで回っていくというスタイルの緊急派遣事業

という形で動いておりますので、現在でも進行形のところ等もございますが、若干自治体

によってはスクールカウンセラー等の派遣の仕方も自治体で検討して方向性を出すという

形も動いております。なので、基本形として 23 年度の各県の臨床心理士が派遣としてい

くという形態の意味の予算なのかどうかという質問が１点。 

 少なくとも今後それぞれの自治体で動いているような次の展開、少なくとも子どもたち

に対しての順当なサポートができるような方向性が 24 年度の中の予算として含まれて、

考えた上での予算なのか。12 月の時点ぐらいまでで、実はそれぞれの派遣された臨床心理

士は県ごとの単位ではわかるのですが、全体像が全くわかっていない。つまり、宮城県の

ある土地に入っているところは同じところが入ってくるけれども、実際に福島と津波を受
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けた県との内容というのは内容が変わってきている状況ですが、それにおいても日本中の

臨床心理士が被災の学校に行った実数は大体どれぐらい動いているのか。対象校となった

のがどれぐらいかというものがそのまま 24 年度にスライドするのかどうかもわからない

ので、わかる範囲で検討ですし、後で調べればわかることであれば、勿論、後日でお願い

いたします。 

○樋口座長 では、文科省の方からお願いいたします。 

○文部科学省 文部科学省でございます。 

 23 年度の補正予算と 24 年度の予算案の組み立てが同じかどうかということについてで

すが、この予算は、岩手、宮城、福島の３県及び、被災した幼児児童生徒が避難している

都道府県へのスクールカウンセラーの派遣に係る経費を全額国で負担するというスキーム

以上のものはございません。逆に言いますと、３県が他の都道府県に派遣の要請を行う場

合や、他の都道府県が主体的に被災地にスクールカウンセラーを派遣する場合も全て対象

になっております。向笠先生御指摘のように、昨年後半からは３県が各都道府県にスクー

ルカウンセラーの派遣を要請したり、３県以外の都道府県が主体となってスクールカウン

セラーを派遣したりということも増えておりますが、そういう場合も全て含めて対応でき

るものになっております。 

 24 年度においても、そのような各県での取組が出てくれば、国は財政的に全て支援する

仕組みになっておりますので、御懸念の点については対応できると思っております。また、

もし我々で見落としている点があれば、御指摘いただければ対応していきたいと思います。 

 全体像ということでございますが、学校数は詳細に覚えていませんので後ほど御報告し

ますが、23 年度は年度末までの予定を含めて、全国から３県に派遣いただいた総数が延べ

2,264 名と記憶しております。各県への派遣数については、必要でしたら後ほど御報告さ

せていただきます。 

○向笠委員 ありがとうございます。 

○樋口座長 ほかにはいかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○高橋（信）委員 資料６で、予算の配分の考え方というのは示していただいたのですが、

こういうものを組むときに前年度あるいはその前の年も含めまして、各都道府県でやった

事業の評価ということ、一言で言えば費用対効果なのですけれども、そういうことを検証

してそういうものに反映するということはやっているのでしょうか。それともそれは余り

厳密にはやらないということなのでしょうか。 

○樋口座長 これは齊藤参事官、よろしくお願いします。 

○齊藤参事官 基金の評価と今回の積み増し額の関係ということだと思います。 

 まず今回の積み増しの経緯を申し上げると、１つには東日本大震災があって、その対応

が万全かどうかといったことで、被災地域の方々に対するヒアリング、その後、被災地域

以外にどのようにその影響が拡大しているかということで、それ以外の自治体へのヒアリ
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ングなどを実施いたしております。そういったところでニーズを見極めまして予算計上の

判断をしたところでございまして、金額に関しましては、今おっしゃっていただいた費用

対効果ということでどれぐらいそれまでの実状況を細かく検証した上で積んだかというこ

とからすると、それほど緻密な評価を実施した上での計上ではない。 

 そういったこともあって、当然、毎年度実施する中で実施後に事業の報告をいただいて、

それを我々はとりまとめているわけですが、今後、更にしっかりと効果等を見極めた上で

必要な額を計上していこうというようなこともありまして、今回の編成過程を通じて、新

たに基金の検証の枠組みをセットで実施をすることを判断いたしまして、23 年度の事業か

らそういった新たな枠組みで検証のプロセスをスタートさせるという運びとなってござい

ます。 

○高橋（信）委員 限られた予算ですので、是非お願いしたいと思います。 

 各都道府県のヒアリングとか自己評価でもいいと思うのですけれども、そこでやってい

る中で効果的なものがあると思うのです。そういうものをどんどん敷衍するようなことも

考えていただければと思います。 

○樋口座長 ほかにいかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○南委員 25 ページの 23 年度予算にはない 24 年度で新たに付いているところに、ゲー

トキーパー養成のために必要な指導者の養成というのが、ゲートキーパーを養成するため

に更にその指導者を養成するというような書きぶりなのですが、私の理解では、ゲートキ

ーパーというものはこの問題に関しては、資料５で言うところの一番下にある教職員やそ

の他あらゆる問題を拾うあらゆる人という理解なのですね。そうだとすると、その指導者

の養成のために必要な研修会というと、イメージとしてはどういう感じでしょうか。 

○樋口座長 参事官、よろしくお願いいたします。 

○齊藤参事官 まずゲートキーパーということに関しては、できるだけすそ野を広げたい

ということで、そこに例示として書いてありますが、それ以外のところも含めて、いろい

ろな形で人と接するような御職業の方、皆さんに加わっていただきたいと思っています。 

 とはいえ、それを一気に進めるのは難しいということで、我々がやっていることは、ま

ずは自治体です。自治体の職員の方、この自殺対策に直接携わっている方以外のところも

含めて自治体の職員の方ですとか、関連する、または御協力いただけそうな団体の方にゲ

ートキーパーの養成に力を貸してほしいとお願いしているところで、そのための養成のキ

ットのようなものをつくっているのです。要は自殺対策に関してなかなかゲートキーパー

になろうというときに一番敷居が高いのは、どう接していいのかわからない。専門の方は

当然スキルもありますし、そういったことはないのでしょうけれども、専門外の方に自殺

対策に協力してほしいというと、一番最初に出てくる反応はどう接していいのかわからな

いのだというところがございまして、そういったところをわかりやすく理解していただく

ためのキットということで、テキストと DVD をセットでつくっていまして、要はゲート
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キーパーの養成のための講習というのを独自にそういった方々にやっていただくのは非常

に難しいものですから、その方々の集まり、研修会等の場でこういったゲートキーパーに

関する基礎的なキットを使って、その触りのところから理解してほしいというものです。 

 例えば具体例を示さないとあれなのですが、今つくっているものですと、これまでつく

ってきたのが弁護士さんですとか民生委員さんですとか薬剤師さんですとか、そういった

方々の対応の仕方みたいなキットはつくっていますけれども、更に学校の先生ですとか、

そういったこれまで声をかけていないようなところの方々にも、こういうふうに接すると

いうのがゲートキーパーの基本ですよというような資料を準備していまして、そういった

ものを使って、それぞれの人々が集まるところでそういった資料を使って理解を広めてほ

しいという事業でございます。 

○樋口座長 よろしいですか。 

○南委員 ということは、職業別にいろんな人に接するあらゆる職業を視野に入れてやる

というイメージですね。要するにだれでもがゲートキーパーになろうという発想なのです

ね。ですから、ゲートキーパー養成と言ってしまうと何となくゲートキーパーというもの

を養成するというイメージかと思うのですけれども、そうではなくて、だれでもがゲート

キーパーになり得るようなというイメージと思ってよろしいですか。 

○齊藤参事官 はい。 

○樋口座長 本橋委員、どうぞ。 

○本橋委員 ５ページの実態を明らかにするところで、前にもこの会議でもお話ししたの

ですけれども、大綱の見直しに当たって勿論検証が必要だということで、大綱全体につい

ての施策の検証が必要であろうということで、今回は推進検証等経費が 544 万円計上され

ているかと思います。地域自殺対策緊急強化基金のことを先ほど齊藤さんも言われました

けれども、かなり大きなものについて具体的な都道府県ごとの枠組みがどうかということ。

この辺の幾つかの施策を今後対策を立てていく上での検証の枠組みが、例えば 544 万ぐら

いで足りるのかどうなのかその辺はわからないのですけれども、具体的にどういうふうに

検証をしようとしているのかということがもしおわかりになれば、そこを教えていただき

たい。それが１点目。 

 ２点目は、２年ぐらい前にハローワークにおけるワンストップサービスのことに随分力

を入れていたと思うのですけれども、この予算書を見ていくと、多分 25 ページぐらい、

19 ページの辺りのところにハローワークあるいは非正規労働者の問題が書いてあって、そ

の辺のところにはかなりの額の予算がきていますけれども、どちらかというと施策の全体

の中でハローワークのワンストップサービスは私はかなり重要なことだと思うのですけれ

ども、なかなかその後、表に見えてこない部分もあって、その辺のところの今後の進め方

みたいなことは何かお考えがあるのかどうなのか、その２点についてお教えいただきたい

と思います。 

○樋口座長 これについては。 
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○齊藤参事官 １つ目の検証でございます。まず検証に関して、このぐらいの費用で足り

るのかも含めてということですけれども、先ほど申し上げた基金の検証に関しましては、

要は行政内の検証プロセスですので、紙と鉛筆で多分足りるのだと思うのです。 

 今、確認しますけれども、この 544 万円は推進会議の開催、要は外部の有識者の方々に

きていただくためには種々の費用が要りますので、そういった部分の予算の計上がここで

されているということでございます。 

 検証の全体ということですが、まず基金に関しましては先ほど申し上げたように、23 年

度の事業から検証というプロセスをビルトインいたしまして、事業年度終了後、各自治体

から検証して御提出いただいて、それを内閣府内で精査して、政務等を含めて検証してい

くという予定でございます。 

 ハローワークの方はもしかすると。 

○樋口座長 では、厚労省から。 

○厚労省 ハローワークの件につきましては、御指摘のとおりワンストップサービスとか

をすごく大切だとは考えておりまして、キャンペーン的にやるかどうかというところと、

ハローワークにアドバイザーの方がいらっしゃって、そこである程度きちんと相談を受け

て、すぐつなげるようにするというキャンペーン的にやる部分と、ある程度常時対応でで

きる部分と幾つかあるかと思うのですけれども、常時対応の部分に関しましては、今も引

き続き行っていると考えておりますし、３月の月間のときとかでも、そういったキャンペ

ーン的なもので幾つか対応もあるかと思いますので、なかなか確かに見にくいという御指

摘もあるのかもしれませんけれども、引き続きハローワークでの対応ということが重要だ

と考えておりますので、今後とも取り組んでいきたいと思っております。 

○樋口座長 よろしいでしょうか。ほかにはいかがでしょうか。 

 杉本委員、どうぞ。 

○杉本委員 資料 24 ページ、８番の残された人の苦痛を和らげるというところで２項目

ありますけれども、これは両方とも再掲ということで、残された人の苦痛を和らげる～遺

族支援独自の事業というのは国としてはなくなるということですか？。初年度とかいろい

ろあったと思うのですけれども、年々少なくなってきたということで、実際に遺族支援と

いうのはもう都道府県なり市町村なりにおいて、そこの現場で進めていくということでし

ょうか。それとも、もう遺族支援というのは余り重要でないというようなことで予算がこ

ういうふうになったということかを教えていただきたいと思います。 

○樋口座長 いかがでしょうか。 

○齊藤参事官 厚生労働省の分はまた別途御説明があると思いますけれども、内閣府の事

業から申しますと、まさに今御指摘いただいたように、当初、そういった遺族支援の仕方

の研修会ですとか、そういったところから事業を開始させていただいて、その後、自殺対

策緊急強化基金ということで各自治体がそれなども参考にそれだけの現場で遺族支援の取

組ができるような、少なくとも財政的なめどは立っているという段階に入っていると思い
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ます。 

 ということで、遺族支援そのものの事業として、今内閣府でそれだけをポジティブに切

り出している予算は計上していないわけですけれども、それは遺族支援そのものの対策の

重要性が減じてきたということは一切関係がないという、フェーズが変わってきたという

ことだと御理解ください。 

 厚生労働省からお話があると思いますけれども、厚生労働省の再掲というのは、単に予

算技術上の問題でございますので、こういった枠組みの事業があった場合には、政府の予

算というのは継続性がありますので、そういうふうな形で計上する中で、たまたまこの大

綱では前に先に出てくるものですから、後ろの方は再掲になっているだけでございますの

で、先ほど総額のところで申し上げましたけれども、どうしても資料、予算をとりまとめ

るとなかなか見え方がピンとこないところが多いなということもあって最初に申し上げた

のですけれども、そういう技術的なところが影響しているかと思います。 

 厚生労働省が付け加えるのであれば、どうぞ。 

○樋口座長 では、厚労省、お願いします。 

○厚生労働省 基本的に今、齊藤参事官からお話があったように、各都道府県で行う事業

があると言っている部分も確かにございますし、ただ、こちらは厚生労働省の特に事業に

関していいますと、このように事業に関していいますと、こういうふうに自殺未遂者ケア

研修という形で引き続き継続し行わせていただきたい事業になりますし、その中で各シン

ポジウムを行って必要性をお話ししたりですとか、ここの枠としては一緒になってはいる

のですけれども、救急現場の先生方に、例えば不幸にしてそうされてしまった場合にどう

家族に接するのかですとか、そういったところも少しずつ研修の中で項目を増やしている

ということになりますので、金額的には予算なり云々という関係で減ったように見えます

けれども、引き続き残された方々へ対してもケアや対策というということに関しては重要

だと考えておりますので、御理解いただければと思っております。 

○樋口座長 よろしいでしょうか。 

○杉本委員 関わっている者の中からは、どんどん遺族支援は軽視されていくのではない

かという不安があります。遺族支援は費用がかかるものではありません。費用をかけるこ

とでその重要性が表されるということではないと思いますけれども、当初の自殺対策遺族

支援から始まった部分はとても大きかったと思うので、費用とその重要性の認識というの

は必ずしも同じではない、つまり遺族支援の意義というのを何らかの形で表していただき

たいと思っております。 

○樋口座長 では、これを最後にさせていただきます。 

○向笠委員 先ほどの文科省の御説明で引き続いて質問します。 

 この事業、24 年度の事業としては、緊急支援事業は継続するということは、23 年度と

同じ形態が続くという状況になりますね。そうすると、東北３県等の子どもさん方及び学

校の先生方、保護者というのは、少し次の段階に情緒的なものも含めてシフトしています。
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そうすると、緊急派遣事業だと、あくまでも期間限定で来るという状態が続きます。これ

ができれば本来のスクールカウンセラーというのは同じ人間が同じ学校にずっとという、

いわゆる文部科学省が考えているスクールカウンセラー事業の形態にできるだけ来年の今

ごろに同じように福岡県から我々は宮城県の方に行っていますが、そこに行くという状況

で話を聞いていくということをイメージすると非常に違和感があるのです。滞在期間が限

定されているので、これはもうできるだけ本来のスクールカウンセラーの事業の中の人間

がきちんと聞いていてケアしていけば、状況に応じては十分であろうというところが推測

できるところまでいっているところもあり、なおかつ全く別の問題が出てきている状況で

もありということが少し見えてくる段階でもありますので、一体に 23 年度と同等の形で

24 年度動かすという予算の流れよりは、できるだけ各県に何らかの形で本来のスクールカ

ウンセラーの活動ができるような事業としての仕方ということが検討されていると理解し

てよろしいでしょうか。 

○樋口座長 では、文科省、お願いします。 

○文部科学省 先ほどの説明に補足申し上げます。先生がおっしゃったように、基本的に

は現地にいらっしゃるスクールカウンセラーの方が現地の子どもを見ることが一番望まし

いと思いますが、23 年度については、現地のスクールカウンセラーの方だけでは足りなか

ったため、全国から応援をいただいたということでございます。 

 先生が御指摘になった、同じカウンセラーが同じ子どもを見るのがベストだという点に

ついては、各県でも、今年度後半に当たって、かなり意識していることでございます。例

えば、現地のカウンセラーの方の勤務時間を増やしたり、他県から応援をしていただくに

当たっても、福島県では新幹線での通勤が可能ということもあるので、例えば東京から、

毎週同じカウンセラーに同じ学校に行って同じ子どもを見ていただいたりという工夫もし

ております。本事業ではそういった取組も、23 年度後半から、現地の方が派遣されるのと

同様に、全て支援させていただいております。また、岩手県などでは、現地のスクールカ

ウンセラーの数が少ないことから、今まで資格を持っていなかった方に資格を取って対応

していただくことも検討していくと聞いております。 

 24 年度についても、このような取組が進み、基本的には同じ方が同じ子どもを見られる

ような体制に進んでいくことを支援させていただきたいと考えておりますので、努力した

いと思っています。 

○樋口座長 それでは、そろそろ時間が迫ってまいりましたので、予算関係の質疑は以上

で終わらせていただきます。 

 その他に入りますが、斎藤委員、杉本委員、高橋（信）委員、本橋委員から資料が提出

されておりますので、説明をいただきたいと思います。 

 では、斎藤委員からお願いいたします。 

○斎藤委員 簡潔に申し上げたいと思います。私どもいのちの電話の組織全体として昨年

１年間受けた相談は 75 万件でございます。そして、月１回実施しております自殺予防い
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のちの電話が２万 7,900 件、その中で自殺志向のあるものが 9,000 件でございます。全体

のわずか３％にも満たないわけですけれども、日本の自殺の実態が極めて顕著に表れてい

るということで、これは貴重なデータであるかと思っています。 

 昨年は降ってわいたような大災害がありまして、急遽災害ダイヤルを立ち上げました。

これは私どもが 10 年間構築してきた全国の相談センターをオンラインでつなぐシステム

そのものがすぐに使えたということで、災害直後の３月から４月にかけて、これはわずか

２週間、そして９月 11 日以降、この災害ダイヤルを日常的に実施しておりまして、現在

は月に約 1,000 件を受けております。12 月とありますが９～11 月まで 2,991 件を受けて

います。これはできれば数年継続したいと考えています。 

 その裏のページに、昨年 12 月に沖縄で初めて自殺予防学会及び自殺予防シンポジウム

を開催いたしました。「第５回」とありますが、これはミスプリントで「第 35 回」でござ

います。これには樋口座長、竹島センター長の御出席をいただきまして大変感謝をいたし

ております。大変な盛会でございました。 

 統計はどうぞごらんいただきたいと思いますが、この３月から私が世話役をしておりま

す青少年健康センターと北の丸クリニック、思春期外来ですが、その２つの組織が中心に

なりまして、茗荷谷の駅前でクリニックきずなという電話と面接を結び付けて、これは医

療というよりも医療相談です。実はいのちの電話にかかってくる相談の中で圧倒的に治療

を受け、未遂を経験している人たちが多いと。これは救急搬送される患者もそうです。な

ぜ医療を受けながら自殺問題が解決されないのか。その辺を精神科のドクターも相談に乗

って、そういう実態を明らかにすることができればと考えておりまして、これは急遽立ち

上げた相談ですけれども、これは今日文書にはいたしませんでしたけれども、いずれ御報

告を申し上げたいと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○樋口座長 ありがとうございました。 

 それでは、次に杉本委員からお願いいたします。 

○杉本委員 自殺対策緊急基金をいただきまして、今日は冊子をお配りしたのですけれど

も、DVD をつくりました。各地で遺族の集い、随分普及してきて、先日伺ったところでは

大体 100 か所ぐらいになったのではないかと言われております。自殺対策基本法ができた

ころには 10か所もなかったと思いますので、随分本当に普及してきたなという感じです。 

 大綱では自助グループとありますけれども、実際は自助グループもあるし、行政が関わ

っているのもあるしさまざまなのですけれども、それらを含めて１つの中継基地のような

感じになって、遺族が感情をそこで吐露するということだけではなくて、さまざまな情報

を得たり、情報を交換したり、または遺族同士が交流を深めたりというようなことが行わ

れる場所になってきていると思います。 

 そういう意味では、お互いに経験を積みながら、どんな機関が必要なのか、どんな制度

とか相談窓口が必要なのかというようなことの情報交換も随分できるようになってきたの
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ではないかなと思います。 

 ただ、実際にその集いを立ち上げるのはなかなかどうしていいかわからないということ

で、何か参考になるものが欲しいということで DVD と冊子をつくりました。被災地でも

今遺族の方たちも分かち合いというのでしょうか、少しずつ始まっておりまして、私も昨

日も石巻に行ってきたのですけれども、被災地の方たちも自殺と共通点がたくさんありま

すので、DVD を結構使いたいと言ってくださる方があるかなというようなところでござい

ます。 

 以上です。 

○樋口座長 ありがとうございました。 

 それでは、次に高橋（信）委員、お願いいたします。 

○高橋（信）委員 済みません。本日は資料が用意できなかったので、口頭でお話ししま

す。というのは、実は経団連で経営労働政策委員会報告というのを毎年出しますので、そ

の内容をご紹介したいのですが、今日の午後にパブリッシュされることになっていまして、

この時間帯ではまだ出せません。今から簡単に要点を申し上げます。 

 経団連の方で傘下企業に要請しています中身なのですが、先ほど五十嵐委員が言及され

ましたように、労働安全衛生法の改正案が審議に入っていますが、それに先立って、スト

レス検査や管理者の教育等によって、メンタル面の気づきを促すということを各事業所で

やってほしいという期待を述べております。 

 それと、予防、早期発見に関する管理職の役割です。特に時間管理だけではなくて、業

務負荷ですとか、業務遂行のために必要なアドバイス・サポート、こういったことを要請

しています。ふだんからコミュニケーションをとって勤務状態や言動をよく観察し対応し

てほしいということです。 

 以前申し上げたとおり、自殺対策ということをストレートに言わずにメンタルヘルス問

題ということで取り組んでいるわけですが、離婚とか重い病気をしたとか、そういう職場

とは直接関係ないものもいろいろとあると思います。それらに対しても多少の対応を考え

ないといけないだろうと考えています。特に若手社員は、挫折経験が少なく、多様な価値

の中で、自己のあり方を特定しかねているという傾向があるようです。人に対する研修を

実施することや、セルフケアについて教育することをこれから強化していこうということ

です。報告者が出版された後に、当該部分を事務局に送って皆様に配付させていただきた

いと思います。 

○樋口座長 ありがとうございました。 

 それでは、次に本橋委員、お願いいたします。 

○本橋委員 それでは、簡単に。A4、１枚ものの表裏でございます。これはイギリスの医

学雑誌の『Lancet』という雑誌に依頼されて登校したものですけれども、昨年の９月に出

版されました。英語で 800 字以内という非常に制限があったものですからなかなか多くの

ことを書けませんでしたけれども、私としては日本の自殺対策、国の自殺対策を含めて最
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前線を世界に伝えたいということで、短い文章ですけれども、伝えました。 

 サイエンスの分もコメントですので、若干サイエンティフィックでない部分もというこ

とも許されるだろうということで、キャンペーンの効果もあり得ますよということも世界

に向けて発信させていただきました。後でお読みいただければと思います。 

 以上でございます。 

○樋口座長 ありがとうございました。 

 そのほか本日は御欠席でございますけれども、お手元には資料が配られておりますので、

清水委員からの資料は後でごらんいただければと思います。 

 ありがとうございました。それでは、これで本日は時間でございますので終了といたし

ますけれども、自殺予防総合対策センターの方で大綱改正に向けての提言を今とりまとめ

ているというところのようでございますが、そのとりまとめの会議、主に全国の関連学会

の方から寄せられた御意見を全部集約してということのようであります。 

 その関係者としては、高橋祥友委員、斎藤友紀雄委員、本橋委員もそれぞれの学会の代

表として関わっておられますので、次回の会議においては、その提言の説明をいただくこ

とにしたいと考えております。 

 次回の会議の日程につきましては、また事務局と調整をいたしまして御連絡をさせてい

ただきます。事務局から何かございましょうか。よろしいですか。 

○齊藤参事官 ないです。 

○樋口座長 それでは、これで本日の第 15 回の推進会議を終わらせていただきます。 

 どうもお疲れ様でございました。 
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